
山梨県乳用牛検定普及推進事業費補助金交付要綱

（通則）

第１ 山梨県乳用牛検定普及推進事業費補助金（以下「補助金」という ）の交付につ。

いては、予算の範囲内おいて交付するものとし、山梨県補助金等交付規則（昭和３

） 、 。８年山梨県規則第２５号 に規定するもののほか この要綱に定めるところによる

（目的）

第２ 乳用牛群検定及び乳用種雄牛後代検定を推進することにより、山梨県内の乳用牛

の能力向上を図る。

（交付の対象及び補助率）

第３ 交付の対象となる経費は、家畜改良増殖の取組に係る検定実施方法及び基準につ

いて（平成１８年６月２３日付け１８生畜第８９９号農林水産省生産局畜産部畜産

振興課長通知）のうち、都道府県が行う乳用牛改良増殖推進事業検定実施方法及び

基準に基づいて、事業実施主体が行う事業（以下「事業」という ）に要する経費。

で、補助率は別表に揚げるとおりとする。

（申請手続）

第４ 事業実施主体は、補助金の交付を受けようとするときは事業の目的、内容及び計

画、完了予定、収支予算等を記載した交付申請書（別記様式１号）を、別に定める

期日までに知事へ提出するものとする。

（補助金交付の条件）

第５ 補助金を交付する条件は、次のとおりとする。

（１） 補助金額に変更が生じる場合又は経費の配分について各費目相互間におけるい

ずれか低い額の３０％を越えて変更しようとする場合には、変更承認申請書（別

記様式第２号）を提出し、知事に承認を受けなければならない。

（２） 事業の遂行が困難となった場合には、すみやかに知事に報告し、その指示を受

けなければならない。

（実績報告）

第６ 事業実施主体は、事業が完了したときは、事業完了の日から起算して１ヶ月を経

、 、過した日 又は交付決定した年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに

実績報告書（別記様式第３号）を知事に提出するものとする。

（補助金の交付）

第７ 補助金は、事業完了後、額の確定の上、交付するものとする。ただし、知事が必

要と認める場合は、概算払いをすることができるものとし、これを受けようとする



場合は、概算払請求書（別記様式第４号）を提出するものとする。

（書類の保管）

、 、第８ 事業に係る帳簿及び証拠書類は 当該事業終了の年度の翌年から起算して５年間

整備保管しておかなければならない。

（事業の委託）

第９ 事業実施主体は、この事業の一部を都道府県知事が適当と認める者に委託して行

うことが出来るものとし、委託団体協議書（別記様式第５号）により知事へ協議す

るものとする。

、 。附則 この要綱は平成１８年６月３０日から施行し 平成１８年４月１日から適用する

別 表 １

経 費 補 助 率

（１）乳用牛群検定の実施 補助対象経費の

に要する経費 ４２．２％以内

（２）乳用種雄牛後代検定 補助対象経費の

の実施に要する経費 １０／１０以内


